
  

貸 借 対 照 表 

                 (令和２年 12 月 31 日現在)                    (単位 千円) 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

流  動  資  産  25,915,057 流  動  負  債 14,508,629 

   現 金 及 び 預 金 19,141,331 営 業 未 払 金 743,091 

営 業 未 収 入 金 849,712 未 払 費 用 319,968 

商 品 55,108 前 受 金 1,469,886 

舞 台 大 道 具 等 2,107,081 預 り 金 362,253 

前 払 費 用 705,848 短 期 借 入 金 11,000,000 

未 収 還 付 法 人 税 等 1,759,923 長期借入金 (一年内 ) 200,040 

未 収 還 付 消 費 税 等 1,262,830 資 産 除 去 債 務 317,800 

そ の 他 34,221 リ ー ス 債 務 95,587 

貸 倒 引 当 金 △1,000 固  定  負  債 7,501,329 

  長 期 未 払 金 40,075 

固  定  資  産 20,445,486 長 期 借 入 金 3,683,270 

 有 形 固 定 資 産 18,186,262 リ ー ス 債 務 3,115,701 

建 物 6,901,920 資 産 除 去 債 務 662,132 

構 築 物 115,255 そ の 他 150 

機 械 及 び 装 置 225,589   

器 具 及 び 備 品 457,056 負  債  合  計 22,009,958 

リ ー ス 資 産 3,204,293   

土 地 5,034,751  

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

                      
株 主 資 本 

 

 

 

 

 

24,268,120 

建 設 仮 勘 定 2,247,396 

無 形 固 定 資 産 731,312 

借 地 権 10,328 

ソ フ ト ウ ェ ア 636,425 資 本 金 497,250 

ソフトウェア仮勘定 70,684 資 本 剰 余 金 427,000 

そ の 他 13,873 資 本 準 備 金 427,000 

投資その他の資産   1,527,911 利 益 剰 余 金 23,343,870 

投 資 有 価 証 券 218,654 利 益 準 備 金 17,500 

出 資 金 649 そ の 他 利 益 剰 余 金 23,326,370 

繰 延 税 金 資 産 468,445  別 途 積 立 金 17,140,000 

敷 金 保 証 金 723,363   繰 越 利 益 剰 余 金 6,186,370 

そ の 他 117,498 評価・換算差額等 82,465 

貸 倒 引 当 金 △700 その他有価証券評価差額金 82,465 

  純 資 産 合 計 24,350,585 

資 産 合 計 46,360,544 負 債 ・ 純 資 産 合 計 46,360,544 

 

 

 

 



  

損 益 計 算 書 

令和２ 年 １月 １日 から  

令和２ 年 12 月 31 日 まで 

                                              (単位 千円) 

科      目 金       額 

   

売 上 高 

 
 

8,070,139 

 

売 上 原 価 

 
 

13,504,914 

 

売 上 総 損 失 

 
 △ 5,434,774 

販売費及び一般管理費 

 
 931,369 

営 業 損 失 

 
 △ 6,366,143 

営 業 外 収 益   

    受 取 利 息 及 び 配 当 金  3,346                       

    前受ギフト期限切れ益  15,679  

    事 業 支 援 金 収 入 107,984  

    寄 附 金 収 入  219,383  

    保 険 金 収 入  150,000  

    そ の 他 22,570 518,964 

営  業  外  費  用   

支 払 利 息 48,331  

そ の 他 5,785 54,117 

経 常 損 失 
 

 
△ 5,901,296 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 2,601  

減 損 損 失 1,144,853 1,147,454 

税 引 前 当 期 純 損 失  △ 7,048,750 

法 人 税 等 還 付 税 額  △ 1,083,617  

住 民 税 及 び 事 業 税  4,156  

法 人 税 等 調 整 額 589,496 △ 489,963 

当 期 純 損 失  △ 6,558,786 



  

個別注記表 
１． 重要な会計方針 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

（2）商品の評価基準及び評価方法        

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

（3）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法により償却しております。 

ただし、平成 10年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法により償却しております。 

また、使用期間が契約で定められている専用劇場に係る建物および専用設備については、契約に基づく劇

場使用見込み期間による定額法（残存価額零）により償却しております。 

②無形固定資産          

定額法により償却しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)による定額法により償却し

ております。      

  ③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用しております。 

   貸借対照表上、リース資産については有形固定資産の各科目に含めて表示しております。 

 

（4）引当金の計上基準       

①貸倒引当金         

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

②舞台大道具等の処理方法        

公演開始時より予定公演回数により費用配分しております。 

③消費税等の処理方法       

税抜方式によっております。 

 

 


